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      財団法人 下関市公営施設管理公社寄附行為 

 

   第１章 総 則 

 （名 称）  

第１条 この法人は、財団法人下関市公営施設管理公社（以下「公社」という。）と

いう。 

 （事務所） 

第２条 公社の事務所は、下関市唐戸町４番１号カラトピア４階に置く。 

 （目 的） 

第３条 公社は、下関市と密接な連携を保ち、下関市が設置する施設及び下関市内に

設置された国、地方公共団体又は公共団体等の施設の管理運営について、下関市、

国、地方公共団体又は他の公共団体等から指定管理者の指定を受け、又は委託を受

け、効率的に当該施設の設置目的等を達成することにより、市民の福利厚生の向上

に寄与することを目的とする。 

 （事 業） 

第４条 公社は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を行う。 

（１）下関市、国、地方公共団体又は公共団体等から指定管理者の指定を受けて、又

は委託を受けて行う前条に規定する施設の管理運営 

 （２）その他公社の目的を達成するために必要な事業 

   第２章 資産及び会計 

 （資産の構成） 

第５条 公社の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

（１）公社設立当初下関市の寄附に係る別紙財産目録記載の財産 

（２）公社設立後寄附を受けた財産 

（３）事業に伴う収入 

（４）資産から生ずる果実 

（５）その他の収入 

 （資産の種類） 

第６条 公社の資産は、これを基本財産及び運用財産の２種に分ける。 

２ 基本財産は、次の各号に掲げるものにより構成され、これを処分し、又は担保に
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供することはできない。 

（１）別紙財産目録中基本財産として記載された財産 

（２）基本財産として指定して寄附された財産 

（３）理事会で基本財産に繰り入れることを議決した財産 

３ 運用財産は、基本財産以外の財産とする。 

 （資産の管理） 

第７条 公社の資産は、理事長がこれを管理し、その方法は、理事会の議決による。 

２ 基本財産のうち現金は、郵便官署又は確実な銀行に預け入れ、若しくは信託会社

に信託し、又は国債等確実な有価証券にかえて保管しなければならない。 

 （経費の支弁） 

第８条 公社の経費は、次のものをもって充てる。 

（１）運用財産 

（２）借入金 

 （会計年度） 

第９条 公社の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 （予 算） 

第１０条 公社の予算は、理事長が調製し、毎会計年度開始前に理事会の議決を得な

ければならない。 

２ 補正予算については、理事長が調製し、そのつど理事会の議決を得なければなら

ない。 

 （決 算） 

第１１条 公社の決算は、毎会計年度終了後、理事長が調製し、当該年度末現在の財

産目録及び事業報告書とともに監事の監査を経て、３箇月以内に理事会の認定に付

さなければならない。 

２ 公社の決算に剰余金が生じたときは、理事会の議決を得てその一部若しくは全部

を基本財産に編入し、又は翌年度に繰り越すものとする。 

 （特別会計） 

第１２条 公社は、必要があるときは、理事会の議決により特別会計を設けることが

できる。 

 （収益等の使用） 
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第１３条 前条の特別会計から生じた剰余金は、すべてこれを基本財産又は運用財産

に繰り入れなければならない。 

   第３章 役員及び職員 

 （役員の種別及び任命） 

第１４条 公社に、次の役員を置く。 

     理事長    １名 

     専務理事   １名 

     常務理事   ２名以内 

     理 事   １０名以内（理事長、専務理事及び常務理事を含む。） 

     監 事    ２名 

２ 理事及び監事は、下関市長（以下「市長」という。）が任命する。 

３ 理事は、互選により理事長、専務理事及び常務理事を定める。 

４ 理事及び監事は、相互に兼ねることはできない。 

 （職 務） 

第１５条 理事は、理事会の議決に基づいて業務を執行する。 

２ 理事長は、公社を代表し、業務を統轄する。 

３ 専務理事は、理事長を補佐して、公社の業務を掌理する。 

４ 理事長に事故あるとき、又は理事長が欠けるときは、専務理事がその職務を行う。

５ 常務理事は、理事長の命を受け、日常の業務を掌理する。 

６ 監事は、民法第５９条に規定する職務を行う。 

７ 監事は、理事会に出席し、意見を述べることができる。 

 （任 期） 

第１６条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 公職により選出された役員は、その役員を離れたときに解任されたものとする。 

３ 補欠役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 役員は、任期満了後においても後任者が就任するまでの間は、なおその職務を行

う。 

５ 市長は、役員が心身の故障のため職務の執行に堪えないと認められる場合、又は

役員に職務上の義務違反その他役員たるに適しない非行があると認める場合には、

その役員を解任することができる。 
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 （職 員） 

第１７条 公社の事務を処理するため、必要な職員を置くことができる。 

２ 職員は、理事長が任免する。 

３ 職員は、理事長の命を受け、業務に従事する。 

 （役員及び職員の報酬、給与等） 

第１８条 役員の報酬及び費用弁償については、別に定める。 

２ 職員の給与及び旅費については、別に定める。 

   第４章 理事会 

 （構 成） 

第１９条 削除 

 （権 能） 

第２０条 理事会は、この寄附行為に別に定めるもののほか、次の事項を議決する。 

（１）事業計画の決定 

（２）事業報告の承認 

（３）その他理事長が必要と認めること 

 （招 集） 

第２１条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事会の構成員の３分の１以上から会議の目的たる事項を示して理事会の開催の

 請求があったときは、理事長は、これを招集しなければならない。 

 （定足数） 

第２２条 会議は、理事会の構成員の半数以上の出席がなければ会議を開くことがで

きない。 

 （議決等） 

第２３条 会議の議長は、理事長をもってこれに充てる。 

２ 理事会の議事は、この寄附行為に別に定めがある場合を除くほか、出席者の過半

数の同意をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 （書面表決等） 

第２４条 やむを得ない理由のため会議に出席できない理事会の構成員は、あらかじ

め通知された事項について書面をもって表決し、又は他の理事会の構成員を代理人

として表決を委任することができる。この場合、前２条の規定の適用については、
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出席したものとみなす。 

 （議事録） 

第２５条 理事会の議事については、次の各号に掲げる事項を記載した議事録を作成

しなければならない。 

（１）開会の日時及び場所 

（２）会議に出席した役員の氏名 

（３）議事の経過の概要及びその結果 

２ 議事録には、議長のほか、出席者のうちからその会議において選出された２人以

上の者が署名押印しなければならない。 

   第５章 寄附行為の変更及び解散 

 （寄附行為の変更） 

第２６条 この寄附行為は、理事会において、理事会の構成員の４分の３以上の同意

を得たのち主務官庁の認可を得なければ変更することができない。 

 （解散、残余財産の処分） 

第２７条 公社は、民法第６８条第１項第２号から第４号までの規定によるほか、理

事会において理事会の構成員の４分の３以上の同意により解散する。 

２ 解散のときに存する残余財産は、下関市に帰属する。 

   第６章 補 則 

 （施行細則） 

第２８条 この寄附行為の施行について必要な事項は、理事会の議決を経て理事長が

定める。 

 （設立当初の会計年度） 

第２９条 公社の設立当初の会計年度は、第９条の規定にかかわらず、設立の日から

昭和４５年３月３１日までとする。 

 （役員及び任期の特例） 

第３０条 設立当初の役員及びその任期は、第１４条及び第１６条の規定にかかわら

ず、設立発起人会の定めるところによる。 

 （事業計画等の特例） 

第３１条 公社の設立当初の予算及び事業計画は、第１０条及び第２０条第１項第１

号の規定にかかわらず、設立発起人会の定めるところによる。 
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   附 則 

 この寄附行為は、公社設立の許可のあった日から施行する。 

                （昭和４４年４月２５日許可 指令観光第３３号） 

   附 則 

 この寄附行為は、寄附行為の変更認可のあった日から施行する。 

              （昭和４６年１０月１日認可 指令地方第１２２９号） 

   附 則 

 この寄附行為は、寄附行為の変更認可のあった日から施行する。 

               （昭和６２年６月３０日認可 指令地方第４６８号） 

   附 則 

 この寄附行為は、寄附行為の変更認可のあった日から施行する。 

                （平成３年９月１８日認可 指令地方第６１４号） 

   附 則 

 この寄附行為は、寄附行為の変更認可のあった日から施行する。 

    （平成４年９月２５日認可 指令地方第７４３号、指令雇用保険第３９６号） 

   附 則 

 この寄附行為は、寄附行為の変更認可のあった日から施行する。 

               （平成１５年６月５日認可 指令市町村第３１４号） 

   附 則 

 この寄附行為は、寄附行為の変更認可のあった日から施行する。 

              （平成１８年４月２４日認可 指令市町村第１２６号） 

   附 則 

 この寄附行為は、寄附行為の変更認可のあった日から施行する。 

                （平成２３年９月２１日認可 指令平２３学事文書第９０５号） 

 

               

 

 


